
（２）津波来襲時の自主的な避難の推進（事前の取決め）

１．事前の取決め
各港（港則法の特定港、適用港の一部）においては、港ごとに官民の関係者
による「船舶津波対策協議会」が設置されており、各港の特性に応じて、船舶
津波対策が策定され、津波来襲時の港長等からの避難勧告、船舶の対応、
情報の伝達方法等が事前に取決められています。

○ 東日本大震災の教訓を踏まえた対応

◆東日本大震災の教訓
（１）東日本大震災では、保安部署の被災や電話の不通により、避難勧告が伝達できない状況と
なったこと

（２）東日本大震災以前は、「港外退避」または「陸上避難」を基本とした船舶対応であったが、
東日本大震災では、時間的に余裕がなく、港内で津波に対応するなど、想定以外の状況が
発生したこと

◆教訓を踏まえた自主的な避難の推進
（１）津波警報、大津波警報が発表された場合、その発表時刻をもって津波避難の措置をとるよう
自動的に港長から勧告されることとすることを、各港の船舶津波対策協議会で取り決めました。
これにより、警報が出た時点で、関係者は避難勧告されていることを認識し、迅速かつ自主的な
避難行動をとることができます。

（２）各港の特性に応じて、船舶の対応として、「港内避泊」※１と「係留避泊」※２を盛り込みました。

※１ 「港内避泊」とは、港外退避する時間的余裕がない場合又は港外退避中に津波に遭遇した場合で、港内において漂泊又は錨泊して津波に対応すること。
※２ 「係留避泊」とは、港外退避する時間的余裕がない場合で、着岸状態のまま津波に対応すること。
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２．船舶の避難対応のフローの一例（港内避泊、係留避泊を盛り込んだ例）



３．船舶の種類別の避難対応表

※平成25年度大地震及び大津波来襲時の航行安全対策に関する調査研究（日本海難防止協会）から抜粋

参考にしてね！


